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平成 24 年 12 月 20 日 

各 位 
                         

会 社 名 東洋製罐株式会社 
代 表 者 名 取締役社長 金子 俊治 
（コード番号 5901   東証第一部・大証第一部） 
問 合 せ 先 総 務 部 長  田谷 信幸 

（TEL 03－4514－2001） 

 

簡易株式交換による連結子会社（本州製罐株式会社）の 

完全子会社化に関するお知らせ 

 

当社は、平成 24年 12 月 20 日開催の取締役会において、平成 25年 3月 12 日（予定）を効力発生日

として当社の連結子会社である本州製罐株式会社（以下「本州製罐」といいます。）を当社の完全子会

社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、本州製罐との間で、本株

式交換に係る株式交換契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本株式交換は、連結子会社を完全子会社化する簡易株式交換であるため、開示事項・内容を

一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本株式交換の目的 
当社は、平成 24 年 2 月 28 日付「会社分割による持株会社体制への移行および子会社（分割準

備会社）の設立ならびに株式交換による連結子会社の完全子会社化に関するお知らせ」および平

成 24年 5月 15 日付「持株会社体制への移行に伴う吸収分割契約の締結および定款変更（商号お

よび事業目的の変更）に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、平成 25 年 4 月 1 日（予定）

を効力発生日として会社分割の方法により持株会社体制へ移行することを決定しております。 

本株式交換は、かかる当社の持株会社体制への移行にあたり、当社グループ内の意思決定の迅

速化を図り、機動的なグループ経営を推進するという観点から、当社の連結子会社である本州製

罐を当社の完全子会社とすることを目的として実施するものであります。 

 
 ２．本株式交換の要旨 

  （１）本株式交換の日程 

株式交換契約承認取締役会決議日 平成 24 年 12 月 20 日 

株式交換契約締結日 平成 24 年 12 月 20 日 

株式交換効力発生日 平成 25 年 3 月 12 日（予定） 
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 （注）当社においては、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づく簡易株式交換の手続により、

また、本州製罐においては、会社法第 784 条第 1項の規定に基づく略式株式交換の手続

により、両社とも株主総会の承認を得ることなく本株式交換を行う予定です。 
 

  （２）本株式交換の方式 
       当社を株式交換完全親会社とし、本州製罐を株式交換完全子会社とする株式交換であり

ます。 
      

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
東洋製罐株式会社 

（株式交換完全親会社） 
本州製罐株式会社 

（株式交換完全子会社） 
本株式交換に係る

割当ての内容 １ 0.21 

（注）１．株式の割当比率 

     本州製罐の普通株式１株に対して当社の普通株式0.21株を割当て交付いたします。

ただし、当社が保有する本州製罐の普通株式につきましては、本株式交換による株式

の割当ては行いません。 

   ２．本株式交換により交付する株式数 

     当社は、本株式交換により新たに普通株式205,170株（予定）を発行いたします。 

     なお、当社は、東罐商事株式会社が保有する本州製罐の株式200,000株を本株式交

換の効力発生日までに取得することを予定しており、当該取得が行われた場合、本株

式交換により発行される普通株式は163,170株（予定）となります。 

     また、本株式交換にともない、当社の１株に満たない端数の割当てを受けることと

なる本州製罐の株主に対しては、会社法第234条その他の関係法令の規定に従い、１

株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。 

   ３．単元未満株式の取扱いについて 

     単元（100株）未満の当社の株式の割当てを受ける株主の皆様につきましては、か

かる割当てられた株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所において売却する

ことはできませんが、そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様は、

当社に対して、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが可能で

す。 

 

（４）本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

    本株式交換における株式交換比率算定の公正性・妥当性を期すため、当社は株式会社大

和総研（以下「大和総研」といいます。）を、本州製罐は成瀬徹公認会計士事務所を第三者

算定機関としてそれぞれ選定いたしました。 
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    大和総研は、当社の株式価値については、当社が東京証券取引所および大阪証券取引所

に上場しており、市場株価が存在することから市場株価方式による評価手法を勘案して株式

価値の算定を行い、本州製罐の株式価値については、同社が非上場会社であることから純資

産価額方式および将来の事業活動の状況を評価に反映させるためディスカウンテッド・キャ

ッシュフロー方式を勘案して株式交換比率の算定を行い、当社に提示いたしました。 

成瀬徹公認会計士事務所は、当社の株式価値については、当社が東京証券取引所および

大阪証券取引所に上場しており、市場株価が存在することから市場株価方式による評価手

法を勘案して株式価値の算定を行い、本州製罐の株式価値については、同社が非上場会社

であることから純資産価額方式および将来の事業活動の状況を評価に反映させるためディ

スカウンテッド・キャッシュフロー方式を勘案して株式交換比率の算定を行い、本州製罐

に提示いたしました。 

    当社は、大和総研による株式交換比率の算定結果を参考に、本州製罐との間で慎重に協

議・交渉を重ね、本株式交換における株式交換比率について前記のとおり合意いたしました。

ただし、この株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件について重大な変更が生じた場合、

当事者間の協議により変更することがあります。 

    なお、大和総研および成瀬徹公認会計士事務所は、当社および本州製罐の関連当事者に

は該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

   

（５）株式交換完全子会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

      本州製罐は、新株予約権および新株予約権付社債のいずれも発行しておりません。 

 
 ３．本株式交換の当事会社の概要（平成24年9月30日現在） 

（１） 商 号 
東洋製罐株式会社 

（株式交換完全親会社） 

本州製罐株式会社 

（株式交換完全子会社） 

（２） 事 業 内 容 包装容器の製造販売等 
18 リットル缶・缶詰用空缶・

美術缶の製造販売等 

（３） 設 立 年 月 日 昭和 16 年 7月 29 日 昭和 17 年 10 月 6日 

（４） 本 店 所 在 地 
東京都品川区東五反田 

二丁目 18 番 1号 
茨城県結城市若宮 7番地 

（５） 代表者の役職・氏名 取締役社長  金子 俊治 取締役社長   金田 文雄 

（６） 資 本 金 11,094 百万円 400 百万円 

（７） 発 行 済 株 式 数 216,592,000 株 4,019,800 株 

（８） 決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

（９） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）     8.05% 

学校法人東洋食品工業短期大学  

7.48% 

東洋製罐株式会社      6.88% 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）   6.72% 

公益財団法人東洋食品研究所    

5.68% 

東洋製罐株式会社      75.69% 

公益財団法人東洋食品研究所  

9.38% 

東洋ガラス株式会社      4.98% 

東罐興業株式会社        4.98% 

東罐商事株式会社        4.98% 
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（10） 直前事業年度の財政状態および経営成績 

 売 上 高 702,840 百万円（連結） 17,484 百万円（単体） 

 営 業 利 益 15,083 百万円（連結） 172 百万円（単体） 

 経 常 利 益 18,612 百万円（連結） 185 百万円（単体） 

 当 期 純 利 益 △3,213 百万円（連結） 246 百万円（単体） 

 1 株当たり当期純利益 △15.93 円（連結） 61.31 円（単体） 

 純 資 産 609,804 百万円（連結） 1,056 百万円（単体） 

 総 資 産 962,108 百万円（連結） 9,729 百万円（単体） 
 1 株 当 た り 純 資 産 2,715.83 円（連結） 262.79 円（単体） 

 
（注 1）（７）の当社の発行済株式数については、平成 24 年 10 月 1日を効力発生日とする東洋ガラス株式会

社および東罐興業株式会社の完全子会社化にともなう株式交換により 1,103,897 株増加し、平成 24 年
12 月 20 日現在 217,695,897 株になっております。 

（注 2）（９）の大株主及び持株比率については、当社は、東罐商事株式会社が保有する本州製罐の株式 200,000
株を本株式交換の効力発生日までに取得することを予定しており、当該取得が行われた場合、当社の
持株比率は 80.67％（予定）、東罐商事株式会社の持株比率は 0％（予定）となります。 

 
４．本株式交換後の状況 

（１） 商 号 東洋製罐株式会社 

（２） 事 業 内 容 包装容器の製造販売等 

（３） 本 店 所 在 地 東京都品川区東五反田二丁目 18 番 1号 

（４） 代表者の役職・氏名 取締役社長  金子 俊治 

（５） 資 本 金 11,094 百万円 

（６） 決 算 期 3 月 31 日 

 

５．今後の見通し 

本株式交換において、本州製罐は既に当社の連結子会社であり、連結業績に与える影響は軽微

であります。 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 24 年 10 月 31 日公表分）および前期連結実績 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 
（平成 25 年 3月期） 

737,000 16,000 15,000 7,500 

前期連結実績 
（平成 24 年 3月期） 

702,840 15,083 18,612 △3,213 

 


